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第４６５回：A precedent is being broken in Beidaihe（北戴河） 

    

猛暑の季節は日中両国一緒だが、今年の大陸は就中キンチョーの夏、北京の夏であったに違いない。 

中国の習主席が卒業した名門清華大学で、政権の政策ブレーンとして「強国路線」を理論面で支えてきた

国情研究院の胡鞍鋼（65）院長の解任を求める千名を越える署名運動が起こり、波紋が広がっている。 

「中国の総合力が米国を抜いた」とする同氏の学術報告が、国家戦略を誤らせ、無邪気な国民に誤解を、

そして諸外国には警戒心と恐怖心を煽り、結果的に米中貿易摩擦を、勝ち目のない戦争に引きずり込んだ

責任は重いというわけだ。香港や米国の華字メディアは皮肉たっぷりに「胡鞍鋼是怎様練成的」と報道して

いる。これは中国人なら誰でも知っている旧ソ連のニコライ・オストロフスキーが著し、ロシア革命精神を鼓

舞した教養小説「鋼鉄は如何に鍛えられたか」をもじって、御用学者・胡鞍鋼を嘲罵したものだ。 

そして胡鞍鋼と同一歩調で強国路線を猛進したのが、最高指導部として党の日常業務を率いる王滬寧・

政治局常務委員。夏場に入り彼の動静がプッツリ途絶え、一時身辺不安説が噂されたのも無理はない。 

 

さて中国共産党の指導部と長老らが河北省の保養地に集まり、当面の重要問題につき非公式な会議や

意見交換を行う「北戴河会議」が 8月初旬に始まり、中旬頃に終わったようだ。 

名画カサブランカの中でハンフリー・ボガートが昔の恋人に邂逅し、激情に駆られた彼がこれまでの交際

ルールを次々に破り、友人の警察署長が「A precedent is being broken」と呆れる場面があるが、北戴河でも、

この 2週間余りの間、従前からの党の慣例や常識を覆すような珍事/椿事が立て続けに発生しており、その

ウラには最高指導部の周章狼狽ぶりが透けて見えるような気がする。 

北戴河会議とは秘密会合で、海外メディアが勝手に「北戴河会議」と名付けたに過ぎない。 

8月前後のある日から突然最高指導部の動静が消え始めると、それが会議開催のシグナルだ。 

するとその数日後に、党の日常業務を主管する党中央書記（現指導部では王滬寧）が、1-2 名の政治局

委員を従え「北戴河で保養中の政府部門の専門家らと面談した」と報道が流れ、ここで国民は最高指導部

（チャイナ・セブン）が集結していることを知り、海外メディアは「北戴河会議が始まった」と発信する。 

 

今年も例年通り 8 月 4日（土）に党中央と 62 名の専門家との面談が北戴河で行われたが、驚いたことに

党中央書記の王滬寧（政治局常務委員）ではなく、ワンランク下の政治局委員の陳希・組織部長と胡春華・

副首相が登場し、「王滬寧不安説」がますます説得力を帯びることになった。 

 

次のサプライズは、新華社が8日（水）に李克強首相が国連事務総長と北戴河で面談したとのニュースを

流したことだ。北戴河会議中に同地滞在が確認されるチャイナ・セブンは政府部門の専門家たちと面談する

人物ただ一人で、残りの要人の動静は一切公表しないのが、これまでのしきたりだった。 

 こんな時は李克強首相が専用機で北京に飛び、国連事務総長との行事が終わり次第、何食わぬ顔をして、

とんぼ返りし、北戴河滞在を隠すものだが、そんな余裕もないほど切迫した会議が開かれていたのか？ 
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 異例はまだ続く。習近平、李克強に続く序列 3 位の栗戦書・全人代委員長が、10 日（金）北戴河でイベント

の裏方を勤めたチームを慰労したという、どうでもよいニュースがわざわざ公表されたことだ。 

 米中貿易戦争勃発を気に、習主席の側近の王滬寧常務委員や劉鶴副首相らへの風当たりが強まる中、

様々な政治疑惑を打ち消すために、習近平派の大物・栗戦書の身は安泰だと内外にPRしたようだ・・しかも

国営新華社ではなく、栗氏傘下の「中国人大網」を使って。 

さて下表をご覧頂きたい、8月 20日（月）の中国最高指導部の動静。夏休みは終わったようだ。 

 

チャイ・ナセブン（最高指導部＝党中央政治局常務委員）の 8月 20日 

＃ 氏名 職位 参加行事（ソース：国営新華社通信） 場所 

１ 習近平 党総書記 国家主席 馬・マハティール首相と面談 釣魚台迎賓館 

２ 李克強 首相 同上、歓迎式典、共同記者会見 人民大会堂 

３ 栗戦書 全人代委員長 馬・マハティール首相と面談 人民大会堂 

４ 汪洋 中国人民政治協商会議主席 政協会議を主催（北京） 北京 

５ 王滬寧 中央書記・イデオローグ担当 越共チャン・コック・ヴオン書記と面談 北京 

６ 趙楽際 党中央規律検査委員会書記 ・・・・・・・・・・・・・・・・  

７ 韓正 筆頭副首相 政協会議で活動報告 北京 

マハティール首相との個別会談に中国のトップ３が参加しているが、中国がここまで気を使う国は世界で

も 10 か国くらいだろう。流石は老雄マハティール、中国の国策 PJ「一帯一路」戦略に対するマハティールの

対処方針は極めてシンプルで、ハニーは有難く戴くが、トラップには引っ掛からないと云うことだ。 

注目すべきは、ここ1か月間、動静が途絶えていた王滬寧氏がベトナム共産党の要人と面談し、これで王

不安説が一掃されたように見える。しかし彼が面談した相手はベトナム共産党の検査委員会トップであり、

本来中国のカウンターパートは規検委の趙楽際氏のはずである。 

王滬寧が行き過ぎた強国路線の責任を追及されているのは間違いないが、ここで彼を一気に解任すると、

政権が急激に弱体化する懸念があるので、王滬寧の身辺に異常はないと内外に宣伝するために、敢えて

ベトナム共産党の要人との会談に彼を代打で登場させたのではないか。（了） 

文中の見解は全て筆者の個人的意見である。 

                              平成３０年８月２１日  

筆者プロフィール 

杉野光男 

東洋証券株式会社 主席エコノミスト 

一橋大学商学部卒、 三菱信託銀行（現三菱UFJ信託銀行）入社、上海華東師範大学へ留学 

同行北京駐在員、上海駐在員事務所長、理事中国担当部長を経て、２００７年より現職 

著書  日本の常識は中国の非常識（時事通信社）、中国ビジネス笑劇場（光文社）等 
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ご投資にあたっての注意事項 

手数料等およびリスクについて 

① 株式の手数料等およびリスクについて 

・ 国内株式の売買取引には、約定代金に対して最大1.2420％（税込み）、最低3,240円（税込み）（売却約定代金

が3,240円未満の場合、約定代金相当額）の手数料をいただきます。国内株式を募集、売出し等により取得い

ただく場合には、購入対価のみをお支払いいただきます。国内株式は、株価の変動により、元本の損失が生

じるおそれがあります。 

・ 外国株式等の売買取引には、売買金額（現地における約定代金に現地委託手数料と税金等を買いの場合に

は加え、売りの場合には差し引いた額）に対して最大 0.8640％（税込み）の国内取次ぎ手数料をいただきます。

外国の金融商品市場等における現地手数料や税金等は、その時々の市場状況、現地情勢等に応じて決定さ

れますので、本書面上その金額等をあらかじめ記載することはできません。外国株式は、株価の変動および

為替相場の変動等により、元本の損失が生じるおそれがあります。 

②債券の手数料等およびリスクについて 

・ 非上場債券を募集・売出し等により取得いただく場合は、購入対価のみをお支払いいただきます。 

 債券は、金利水準の変動等により価格が上下し、元本の損失を生じるおそれがあります。外国債券は、金

利水準の変動等により価格が上下するほか、カントリーリスク及び為替相場の変動等により元本の損失が生

じるおそれがあります。また、倒産等、発行会社の財務状態の悪化により元本の損失を生じるおそれがありま

す。 

③投資信託の手数料等およびリスクについて 

・ 投資信託のお取引にあたっては、申込（一部の投資信託は換金）手数料をいただきます。投資信託の保有期

間中に間接的に信託報酬をご負担いただきます。また、換金時に信託財産留保金を直接ご負担いただく場合

があります。 

投資信託は、個別の投資信託ごとに、ご負担いただく手数料等の費用やリスクの内容や性質が異なるため、

本書面上その金額等をあらかじめ記載することはできません。 

 投資信託は、主に国内外の株式や公社債等の値動きのある証券を投資対象とするため、当該金融商品市

場における取引価格の変動や為替の変動等により基準価格が変動し、元本の損失が生じるおそれがありま

す。 

④株価指数先物・株価指数オプション取引の手数料等およびリスクについて 

・ 株価指数先物取引には、約定代金に対し最大 0.0864％（税込み）の手数料をいただきます。また、所定の委

託証拠金が必要となります。 

・ 株価指数オプション取引には、約定代金、または権利行使で発生する金額に対し最大 4.320％（税込み）、最

低2,700円（税込み）の手数料をいただきます。また、所定の委託証拠金が必要となります。株価指数先物・株

価指数オプション取引は、対象とする株価指数の変動により、委託証拠金の額を上回る損失が生じるおそれ

があります。 

ご投資にあたっての留意点 

 取引や商品ごとに手数料等およびリスクが異なりますので、当該商品等の契約締結前交付書面、上場有価証券

等書面、目論見書、等をよくお読みください。 


